（別紙①）

誓　約　書
令和　　年　　月　　日

　阿久根市長　　　　　　　　殿

主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　の指定管理者の指定申請に際し、下記事項を誓約します。
記

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないこと。

２　地方自治法第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けていないこと。

３　市議会の議員、市長、副市長等が経営する法人等でないこと。（特に必要があると認める場合を除く。）市議会の議員、市長、副市長が経営する法人等とは、阿久根市議会の議員、市長、副市長、地方自治法第180条の５第１項及び第３項に規定する委員会の委員（監査委員を含む。）が、代表取締役、社長、副社長、専務取締役、常務取締役その他これらに準じる役員等に就任している法人等をいう。ただし、地方自治法施行令第122条及び第133条に該当する場合を除く。

４　法人等及び法人等の役員が市税、県税及び国税を滞納していないこと。

５　会社更生法、民事再生法に基づく更生又は更生手続きを行っていないこと。また、手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状態が著しく不健全である者でないこと。

６　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に規定する暴力団をいう。）又は暴力団の構成者若しくはその構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある法人等でないこと。

７　過去に指定の取り消し等を受けていない法人等であること。

８　その他申請書類に虚偽の記載はないこと。

なお、当該宣誓に違反があった場合には、それまで事業者が費やした費用を賠償することなしに、市が申請者を失格とし、又は、指定を取り消すことに合意します。

